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はじめに

　昭和38（1963）年、記録に残る雪害で最も犠

牲者が多く社会的影響が大きかった災害が発生し

ました。その次の年の昭和39（1964）年に豪雪

の惨状を繰り返さないため、雪害実験研究所（後

に雪氷防災研究センター）が新潟県長岡市に、そ

の5年後に山形県新庄市に支所が開設されました。

雪の降り方と雪氷災害の変化

　長岡と新庄で測定した年最大積雪深を並べた

のが図1です。昭和40年代前半、50年代後半

などでは比較的大雪が続き、その後平成になっ

てからは雪が少ない時期が続きました。しかし、

最近は、大雪の年も多くなっています。

　図2は防災科研において新聞の記事から収集

した雪氷災害の件数と死者数の過去 17年分の

データです。雪氷災害では毎年100名前後の方

が犠牲になっていることがわかります。その要

因も変化しており、新潟県では昭和36（1961）年

には雪崩事故がもっとも多く、昭和59（1984）年

には除雪中の事故も増加し、最近の大雪では、

その傾向がさらに強くなっています（図3）。

　平成26（2014）年2月には南岸低気圧によっ

て関東甲信を中心に大雪となって、6,000億円

もの損害を出すなど、都市部も含めた大災害と

なりました（図4）。また、平成25（2013）年

の北海道道東の吹雪災害、平成29（2017）年の

山陰の大雪など、時期的、場所的に集中して降

ることも最近多くなっています。

雪氷災害の変遷と防災科研の取り組み
気象災害軽減イノベーションハブとの連携も始まる
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図 1　雪氷防災研究センター（長岡、新庄）における年最大積雪深

図 2　過去 17 年の雪氷災害件数・死者数 
 （防災科研調べ、新聞による）

図 3　 雪氷災害による要因別死者数（新潟県） 
（ 昭和 36 年：日本の雪害史 

昭和 59 年、平成 24 年：新潟県の雪対策）

図 4　 平成 26 年 2 月大雪による障害 
左：甲府市街地交通渋滞　右：雪崩発生状況
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ハブの雪氷災害軽減の取り組み

　ハブのプロジェクトには、雪氷災害に関する

ものも多くあり、そのひとつとして山梨の取り

組みが挙げられます。ハブの活動でセブン-イ

レブン様の防災担当の方と知り合いになるきっ

かけがあり、平成26（2014）年2月の南岸低気

圧による大雪ではサプライチェーンが崩壊して

影響が非常に大きかった、なにか、対策ができ

ないかというご相談がありました。関東甲信地

方には積雪を測る機器も少ないため、センサー

メーカーと共同で安価な積雪センサーを開発

し、セブン-イレブン様の屋根をお借りして昨

年は山梨県の2箇所に設置させていただきまし

た。さらに現在は、山梨大学の交通や防災の研

究者、道路管理者、物流関係者、携帯キャリア

など異分野の専門家が集まって、IoTを活用す

るなど、サプライチェーン確保に役立つシステ

ムをどのように開発するかを検討しているとこ

ろです（図6）。

おわりに

　平成29（2017）年3月には、栃木県那須町で

8人の高校生らが亡くなる雪崩事故がありまし

た。このような悲惨な災害を無くし、また、雪

による経済損出を減らせるよう、雪氷研究とイ

ノベーションハブを連動させてさらに研究を進

めていく所存です。

気象災害軽減イノベーションハブの構成と構築

　雪氷防災研究センターが50 周年を迎えた翌

年、ニーズを起点とした新しい研究開発マネジ

メントを行う産学官連携拠点モデルである、イ

ノベーションハブ構築支援事業が開始されまし

た。防災科研では「攻め」の防災に向けた気象

災害の能動的軽減を実現するイノベーションハ

ブの構築を目指し、平成28（2016）年度から本

格的に活動を開始しています。

　この事業は、企業や自治体において役立つシ

ステム化技術、防災科研がこれまで蓄積してき

た基礎的研究、その２つを結びつける実現化技

術の３層が連携することを大前提としていま

す（図5）。システム化技術としては、高速道路

や JR などの交通インフラ関連企業や地域など、

実現化技術としては、今流行のIoTや新しいセ

ンサー技術などの専門のメーカー、大学研究者

にも加わっていただいています。これらのメン

バーには、平成28（2016）年10月に立ち上げ

たコンソーシアムへの参画、気象災害軽減イノ

ベーションハブ（以下、ハブ）が主催するセミ

ナーへの参加などをきっかけとして、関係を深

めてきた方も多くいらっしゃいます。

図 5　ハブの３層構造 図 6　大雪災害対応サプライチェーンマネジメントシステム


